
政府は、「観光先進国」への新たな国作りに向けて、
2016 年３月「明日の日本を支える観光ビジョン構想会
議」において、新たな観光ビジョンを策定した。「世界
が訪れたくなる日本」を目指し、政府一丸、官民一体と
なって観光先進国の実現に向けた取り組みを総合的・戦
略的に実施している。新たな目標としては、訪日外国人
旅行者を 2020 年までに 4,000 万人、訪日外国人旅行
消費額を８兆円とする等、従来の目標を前倒しにするこ
とを決めた。

新たな観光ビジョンでは、観光先進国を達成するため
の施策として「３つの視点」と「10 の改革」を掲げて
いる。その一つに「すべての旅行者が、ストレスなく快
適に観光を満喫できる環境整備」を掲げ、通信環境の飛
躍的向上と誰もが一人歩きできる環境を目指して、無料
公衆無線 LAN（無料 Wi-Fi）環境整備等を進めている。

観光庁は総務省と連携して、2014 年度に Wi-Fi 事業
者、エリアオーナー、地方自治体等で構成される「無料
公衆無線 LAN 整備促進協議会」を設置し、訪日外国人

旅行者向けの無料 Wi-Fi 環境の整備促進、利用場所の
周知、利用手続きの簡素化・一元化に向けた各種取り組
みを推進しているところだ。

無料 Wi-Fi 環境整備の現状
2016 年度、観光庁は、訪日外国人旅行者を対象に、

「旅行中に困ったこと、受入環境（多言語対応、通信環境、
公共交通等）へのニーズ、満足度等」に係るアンケート
を実施した。回答の中で、約３割の訪日外国人旅行者が

「無料 Wi-Fi 環境」について旅行中に困ったこととして
挙げている。

訪日外国人旅行者の通信手段の利用としては、SIM
カードやモバイル Wi-Fi ルーター等があるが、無料
Wi-Fi の利用が最も高く、ニーズの高さが見られた。

日本へ 2 回以上訪れたことがある訪日外国人旅行者
からは、前回の訪日時と比べて、「改善している」とい
う回答の割合が６割に上り、一定の成果が見られる。し

世界をつなぐ！
各国の無料公衆Wi-Fi

　2016 年１月に公表された観光庁の調査によると、訪日外国人旅行者が旅行中に困ったことで最も多かった

意見は「無料公衆無線 LAN 環境」である。

　より多くの場所で無料公衆無線 LAN（無料 Wi-Fi）環境を充実させることは、観光インバウンド等、地域

活性化のツールとして有効な手段となり得ると考えられることから、本特集では、日本および海外における

設置・運営状況等を紹介する。

〔（一財）自治体国際化協会ソウル事務所〕
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1 訪日外国人旅行者向けの
無料公衆無線 LAN 整備について

観光庁参事官（外客受入担当）　原田　修吾



―世界をつなぐ ! 各国の無料公衆Wi-Fi

かしながら、利用したかったが利用できなかった場所と
して「鉄道車内」といった回答も見られ、今後の課題と
して認識している。

無料 Wi-Fi 環境整備への取り組み
「無料公衆無線 LAN 整備促進協議会」では、「整備促

進」、「周知・広報」、「認証連携」の３つのプロジェクト
チーム（PT）を設置し、各 PT の取り組み内容について
は、幹事会で報告されている。

 

「整備促進 PT」では、無料 Wi-Fi の利用可能エリア
拡大への働きかけや優良事例の共有等、2015 年２月
に策定された交通政策基本計画等を踏まえた無料 Wi-Fi
整備の方向性に基づき、さらなる整備促進に取り組んで
いる。

この一環で、政府は無料 Wi-Fi 環境整備支援のため
の補助金を設けている。例えば、観光庁では、宿泊施設
や交通事業者、観光案内所等における無料 Wi-Fi 環境
整備・多言語対応等を支援する「訪日外国人旅行者受入
環境整備緊急対策事業」を実施している。また、総務省
では、防災の観点から、避難所や避難場所等といった防
災拠点や、災害対応の強化が望まれる公的な拠点におけ
る無料 Wi-Fi 環境の整備を行う地方公共団体等に対し
て費用の一部を補助する「公衆無線 LAN 環境整備支援
事業」を実施している。
「周知・広報 PT」では、訪日外国人旅行者に対して、

官民連携での情報発信（ウェブサイト、広告等）を進め
ている。観光庁では、訪日外国人旅行者が利用可能な
無料 Wi-Fi スポット情報を紹介するウェブサイト（注 1）を
開設している。ウェブサイトには、空港、駅、ホテル
等、無料 Wi-Fi を提供している様々な事業者に登録し
てもらっており、無料 Wi-Fi が利用できる場所を紹介
している（注 2）。現在、無料 Wi-Fi スポット登録件数は約
14 万３,000 件に上るが、さらなる登録数増加を働き
かけている。また、訪日外国人旅行者が利用できる無料
Wi-Fi スポットの視認性を高めるため、「Japan. Free 
Wi-Fi」という共通シンボルマークの普及にも取り組ん
でいる。

 

「認証連携 PT」では、利用手続きの簡素化・一元化の
推進に取り組んでいる。現状では無料 Wi-Fi を使用する
際、無線 LAN ネットワーク運用事業者ごとの接続方式
が異なるため、他の事業者エリアでは、再度の認証手続
きが必要といった課題がある。そのため事業者の垣根を
越えてシームレスに無料 Wi-Fi 接続できる認証連携に
取り組んでいる。2016 年９月には一般社団法人公衆無
線 LAN 認証管理機構（Wi-Cert）が設立され、同年 10
月から同機構が管理する認証方式によって、自治体等が
提供する無料 Wi-Fi サービスの認証連携の取り組みが
開始されたところだ。
「すべての旅行者が、ストレスなく快適に観光を満喫

できる環境整備」の実現に向けて、これまで以上に日常
的に訪日外国人旅行者をもてなし、活発な異文化交流が
育まれる、「観光先進国」を目指し、官民連携のもと取
り組んでまいりたい。

（注 1） 無料 Wi-Fi（Japan. Free Wi-Fi ）外国人旅行者向け
ウェブサイト
http://japanfreewifi.jnto.go.jp/

（注 2） 事業者申請 ウェブ サイト
https://japanfreewifi.jnto.go.jp/wifi/agent/
login.php
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体制

整備促進
PT

周知・広報
PT

認証連携
PT

幹事会
（方針の決定）

事務局
（総務省、観光庁）

会員数：821
※2017年5月時点

無料公衆無線 LAN 整備促進協議会の体制

Japan. Free Wi-Fi 周知ロゴ



公衆無線 LAN（Wi-Fi）は、外出先でスマートフォン
やノート PC でインターネットに接続する際に広く使わ
れている。特に最近では、スマートフォンで動画などの
大容量ファイルを閲覧したいときに、通信料金を抑える
ために利用する方も多いようである。かつては携帯電
話事業者（キャリア）が、契約者向けのサービスとし
て Wi-Fi を整備してきたが、利用者の利便性向上とい
う観点からも注目が集まり、誰でも使える Wi-Fi とし
て、キャリア以外にも公共交通機関や店舗などで整備が
進められている。駅や、コンビニエンスストア、カフェ
などで提供されている Wi-Fi は、使ったことがある方も
多いと思うが、最近では災害時の情報伝達手段として、
Wi-Fi の耐災害性にも関心が寄せられている。

熊本地震の際にも利用された
公衆無線 LAN

2016 年 4 月に 2 度の震度７を観測した熊本地震の
際には、多くの方が長期の避難生活を余儀なくされ、避
難住民にとっての最大の情報収集ツールはスマートフォ
ンであった。SNS などで災害情報を収集したり、家族・
知人と連絡を取り合ったりする上で、インターネット接
続環境は必要不可欠であり、避難所の Wi-Fi は大いに
その力を発揮した。

熊本地震での活用例は 2011 年東日本大震災での反
省から生まれたものである。東日本大震災の際には多く
の携帯電話基地局が津波などにより機能不全に陥り、安
否確認や情報収集に混乱が生じた。もともと携帯電話回
線の整備が比較的進んでいる日本においては、Wi-Fi の
整備が強く求められることがなかったため東日本大震災
の際には不足感が否めなかった。その反省も踏まえ、現
在、防災目的での Wi-Fi 整備を官民が連携しながら進
めており、前述の熊本地震の際には避難住民の情報収集
などに役立てることができた。

2020 年に向けた
公衆無線 LAN 環境の全国整備

Wi-Fi は、災害時の情報収集伝達手段としての重要性
だけではなく、平時には様々な場面で有用である。例え
ば観光振興の観点からは、近年増加している訪日外国人
観光客向けの情報収集・発信の手段として、観光地の魅
力を高める。また、教育の観点においても、授業での活
用など教育環境の充実に役立つ。

このため、総務省では「防災等に資する Wi-Fi 環境
の整備計画」を 2016 年 12 月に策定し、2019 年度ま
でに約 3 万カ所の整備を、官民で力を合わせて進めて
いくこととした。

この「Wi-Fi 環境の整備計画」の策定に当たって全国
の整備状況を調査した結果、既に整備済みの箇所が約
1.4 万カ所あることが分かった。
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2 2020 年に向け
全国約３万カ所の公衆無線 LAN 整備を目指す

総務省情報流通行政局地域通信振興課　課長補佐　渡邉　倫幸

出典：情報通信総合研究所「熊本地震におけるWi-Fi利用状況調査」
（平成28年9月実施）

熊本地震の際にも利用された
無料Wi-Fi

熊本地震に遭遇された方に対するアンケート調査の
結果によると、Wi-Fi は災害時の情報収集や通信
手段として「役に立った」との回答が9割超。
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熊本地震の際にも利用された無料 Wi-Fi
出典： 情報通信総合研究所「熊本地震における Wi-Fi 利用

状況調査」（2016 年 9 月実施）
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今後、未整備の約 1.6 万カ所に対する整備を進めて
いくために、総務省では、Wi-Fi 環境整備を行う地方公
共団体、第三セクターへの支援を行う「公衆無線 LAN
環境整備支援事業」などを実施することにより、その整
備を加速化していく。

大規模災害時における
公衆無線 LAN の無料開放

2016 年 4 月に発生した熊本地震の際は、被災者の
通信環境を確保する取り組みが実施された。一つは、

「00000JAPAN」（ファイブゼロ・ジャパン）という
取り組みで、通常、携帯電話事業者等が有料で提供し
ている Wi-Fi サービスを契約者以外に対しても無料開
放するものである。熊本地震では、九州全域で最大約
5 万 5,000 のアクセスポイント（AP）が無料開放され
た。その結果、熊本ではパソコンやスマートフォンで

「00000JAPAN」の SSID（Wi-Fi における AP の識別名）
から無料の Wi-Fi 接続が可能となった。

もう一つが、地方公
共団体の管理する建物
やコンビニ等でも無料
で提供している Wi-Fi
を利用手続きなしに利
用できる取り組みで
ある。これらの施設
では、平時には一定の
利用手続きを利用者に
求めているが、熊本地
震の際はこれらの手続
きを不要とし、簡単に
Wi-Fi を使えるように
した。この取り組みは
最大 1 万 5,000 以上
の AP において実施さ
れた。今後は災害に遭
遇した訪日外国人旅行
者による活用の可能性
も想定されている。
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81%～

61%～80%

41%～60%

21%～40%

～20%

全国平均 ４７．３％

※ 整備率＝整備済み数／（整備済み数＋整備予定数）
※ 各都道府県の整備率は、「防災等に資するＷｉ-Ｆｉ環境

の整備計画」（2016年12月）の数値

都道府県別Wi-Fi環境の整備状況

調査対象
l 避難所・避難場所
l 官公署
l 自然公園
l 都市公園
l 博物館
l 文化財
l 観光案内所
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Wi-Fi環境の整備計画

民間による整備に加え、補助
事業も活用することで、 
2019年 度 まで に100％ の
整備を達成する。
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Wi-Fi 環境の整備計画

都道府県別 Wi-Fi 環境の整備状況



福岡市は、アジアの主要都市に近く、空路や海路によ
るアクセスも充実しており、国際空港、主要駅、港が半
径 2.5km 圏内にあるコンパクトシティである。また、
主な産業は卸売、小売業やサービス業などの第３次産業
で、従事者が９割を超えている。このような特性を踏ま
え、国内外から人を呼び込み、消費の拡大を図る「交流
人口増」を「短期的な成長戦略」と位置づけ、観光客や
MICE の誘致に力を入れている。

導入の経緯
交流人口増に向けた取り組みとして、まず注目したの

が無料 Wi-Fi 環境の整備である。2011 年度の観光庁
「外国人旅行者に対するアンケート調査結果」によると、
訪日外国人客が、日本国内を旅行中に困ったこととして
最も多く挙げたのが「無料 Wi-Fi 環境」の少なさであっ
た。そこで本市では、Wi-Fi 環境の充実が来街者への

「おもてなし」として都市の大きな魅力向上につながり、
同時に SNS などの利用によりリアルな福岡の情報が世
界中に発信・拡散されることで、さらなる旅行者を引き
寄せる誘客効果が期待できると考えた。

2011 年４月、「福岡市公衆無線 LAN の環境整備に
関する検討会議」を設置し、行政としての「Wi-Fi 環境
整備の考え方や望ましい方向性」について検討を行っ
た。その結果を踏まえ、来街者の利便性向上等を目的と
して、2012 年４月から、福岡市無料 Wi-Fi サービス

「Fukuoka City Wi-Fi」を開始した。

事業拡大に向けた戦略
市が先導的に無料 Wi-Fi サービスの導入を進めること

で、民間における整備促進を誘導することとし、公共施
設は行政が、民間施設は民間が整備・運営するという

「官民共働」を方針に掲げ、整備を推進した。また、経
費を抑制するため、既存 Wi-Fi サービスを提供している
電気通信事業者の Wi-Fi クラウド環境・設備を活用する

こととした。
Wi-Fi 環境の整備と並行して、利用者数や拠点拡大に

向けた広報戦略を展開した。例えば、市長自らが、経済
界や業界団体の会合等において、Wi-Fi 整備の必要性と
本サービスの導入促進についてアピールした。また、市
長会見や記者クラブへの投げ込み、メディア取材協力、
業界紙への寄稿など、メディアへの露出を意識した広報
を展開するとともに、市の広報紙や SNS などの自主広
報媒体を活用して PR を実施した。

実施効果
戦略効果もあり、サービス開始以降、主要交通拠点を

はじめ、公共施設や大型商業施設、宿泊施設等の民間施
設において順次、拠点を拡大し、2017 年 4 月 13 日現
在、福岡市内および近郊 105 カ所（480 アクセスポイ
ント）でサービスを提供している。

また、サービス開始当初の１日当たりの認証回数は
958 回だったが、2017 年 3 月現在では約 17.2 万回に
増加。認証回数累計は約 10,210 万回となり、利用登録
者数は約 36.2 万人、１日当たりの利用者が約 3.6 万人
となるなど、多くの方にご利用いただくサービスへと成
長している。

2014 年から 2015 年にかけて開催された「地方のポ
テンシャルを活かすテレワークと Wi-Fi の利活用に関
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3 新たな時代の都市インフラ
無料公衆無線 LAN サービス「Fukuoka City Wi-Fi」

福岡市市長室広報戦略室広報課

市長会見の様子
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する研究会（総務省）」において、本市を事例とした経
済効果が試算された。それによると、2012 年～ 2014
年の３年間で、福岡市内での訪日外国人の消費額が約
１億 2,400 万円増え、便益 / 費用は 1.4 程度とされて
いる。

また、Wi-Fi 環境整備をはじめ、交流人口の増加に向
けて、観光客や MICE の誘致に取り組んだ結果、訪日
外国人を含む入込観光客数や MICE 開催件数、外国ク
ルーズ船寄港回数等は伸び続けている。
・2015 年　入込観光客数　約 1,974 万人

※４年連続過去最高を更新
・2016 年　福岡空港・博多港からの外国人入国者数

約 257 万人
※５年連続過去最高を更新

・2015 年　国際会議開催件数　363 回
※７年連続で東京に次ぐ２位

・2016 年　クルーズ船寄港回数（速報値）328 回
※過去最高を更新、全国１位

今後の方向性と新たな取り組み
Wi-Fi を活用した新たな取り組みとして、以下の 4 つ

の観点から検討を行っている。

（１）持続可能な運用モデルの確立
Wi-Fi 環境を活用した新たな歳入源の確保を目的とし

て、「Fukuoka City Wi-Fi」に接続すると表示される情
報バナーをクリック型広告として販売する広告事業を実
証実験として開始している。今後、広告媒体としての価
値を上げることにより、歳入の確保を図り、運用経費の
一部に充てるなど持続可能な運用モデルの構築を目指す。

（２）Wi-Fi を活用した情報発信の強化
Wi-Fi を通信インフラとして最新の ICT 技術と組み合

わせた新たな情報発信のあり方を研究・検討している。
その一環として、Wi-Fi・デジタルサイネージ・ビーコ
ン・アプリの連動による緊急情報発信のデモンストレー
ションや博物館におけるビーコンを活用した展示案内等
を実施した。

また、2016 年 10 月には LINE（株）と情報発信に関
する連携協定を締結し、2017 年 4 月からアプリを活用

した情報発信を開始している。

（３）他の Wi-Fi サービスとの認証連携
他の Wi-Fi 提供事業者とサービスの相互利用に関す

る協定を締結し、一度の登録で相互に利用できる「認証
連携」を推進している。

2016 年４月には、大分市・別府市・由布市が運営
する「Onsen Oita Wi-Fi City」、同年９月からは西日
本鉄道株式会社が運営する「Nishitetsu Bus Free Wi-
Fi」との認証連携を開始した。今後も、誰もが簡単に利
用できる Wi-Fi ネットワークの実現を目指し、引き続き、
他の Wi-Fi 提供事業者への働きかけを進めていく。

（４）Wi-Fi から得られるデータの利活用
Wi-Fi から得られるデータを分析して、その結果をエ

ビデンスとして市の施策に反映させ、PDCA サイクル
を構築する、いわゆる「ビッグデータ活用」を検討して
いる。具体的な実証モデルとして、2017 年 3 月から、

「Fukuoka City Wi-Fi」を活用した観光 PR 施策による
回遊促進効果測定を開始した。施設やイベント等の情報
を配信し、バナーの表示回数やクリック回数、利用状況
等のデータを収集・分析することで、集客や利用者の回
遊状況等を検証し、今後の PR 手法や観光ルート造成等
に活用していくこととしている。今回の実施結果は、今
年の夏頃を目途に報告書を公表する予定である。

福岡市では、Wi-Fi 環境を「新しい時代の都市インフ
ラ」ととらえ、今後もさらなる利便性向上に向けたサー
ビスの充実を図っていくとともに、Wi-Fi 環境を活用し
た新しい事例に積極的にチャレンジしていく。
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福岡市・大分市・別府市・由布市　連携協定式の様子



最近、ニューヨークの街角のあちらこちらに、高さ約
３メートルの長方形の「Link（リンク）」と呼ばれるキオ
スク端末が設置されている。「Link」は無料の Wi-Fi ス
ポットで、その他にも様々な機能を有している。ニュー
ヨーク市では、公衆電話が設置されていた場所を中心に、
市内に「Link」を 7,500 台以上設置する「LinkNYC」
事業を進めており、2016 年 1 月に設置を開始してから、
既に 688 台（注）が稼動している。同市ではすべての Link
を 8 年かけて設置することとしている。

LinkNYC 事業の導入
Link 導入のきっかけは、公衆電話の利用の減少にあ

る。携帯電話の普及により、米国でも公衆電話の利用機
会の減少とともに公衆電話の設置数も減少している。し
かし、緊急通報や災害発生時の連絡手段などとしては今
でも一定の役割を果たしており、その必要性がなくなっ
たわけではない。

ニューヨーク市では、2014 年の公衆電話設置業務の
委託契約期間満了を前に、2012 年に公衆電話を一新し
有効活用するアイデアを公募した。応募があった中から

「無料 Wi-Fi」など６つのアイデアを選定し、これらを
事業化するプロポーザルを実施して、「LinkNYC」事業
が採択されたのである。

「LinkNYC」は City Bridge という３つの企業からな
るコンソーシアム（事業者）が提案したもので、事業者
は 12 年間事業を担うこととなっており、さらに 3 年間
の契約延長が可能となっている。

Link の開発から設置・維持管理まで、事業運営にか
かる経費は数億ドルと見込まれている。事業者はこの運
営経費をすべて広告収入でまかなうこととされ、さらに
得た利益の約半分（または最低保障額）を同市に納める
こととされている。最低保障額は、初年度は 2,000 万
ドルで 15 年目には 7,100 万ドルまで増加するといい、
同市は計 5 億ドルにも及ぶ歳入を見込んでいる。

機能と特徴
実際に設置された Link には、無料 Wi-Fi をはじめと

して以下の機能が備えられている。
（1）無料 Wi-Fi スポット

１Gbps（ギガビット毎秒）の情報処理を行い、1 台
の Link で同時に最大 256 台のスマートフォンなどの端
末に対応可能。有効範囲は半径 150 フィート（45.72
メートル）である。

Wi-Fi の利用にあたっては、メールアドレスの登録が
必要となっている。アドレス登録は初回のみで、２回目
以降はどの Link にも自動でつなげることができる。

（2）無料通話
タッチパネルまたはキーパッドの操作で、アメリカ国

内であれば無料で通話できる。国際電話プリペイドカー
ドを利用すれば国際電話も行える。

（3）911 への通報（緊急通報）
911 とはアメリカにおける緊急通報の番号で、日本

でいう 110 番と 119 番の両方の役割を併せ持つ。911
通報専用の赤いボタンが設置されており、このボタンを
押すことで 911 への通報が可能となっている。

（4）タッチパネル式ディスプレイでの情報検索
Link に備え付けられたタブレット端末で、ウェブサ

イトを閲覧できる。現在は原則として、地図情報と、市
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4 公衆電話が多機能な無料 Wi-Fi スポットに !
―LinkNYC―

（一財）自治体国際化協会ニューヨーク事務所

街中に設置されている Link
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政情報を提供するアプリのみが利用可能となっている。
（5）充電機能

USB ポートに接続し、携帯電話等の充電が可能となっ
ている。

（6）デジタル ･ サイネージ（電子看板）
55 インチの画面が Link の側面２カ所についており、

この広告収入が本事業の収入源となっている。なお、同
市は、この電子看板を一定枠無償で利用することが可能
となっており、同市の広報にも利用されている。

住宅地などでは、周囲への住環境に配慮し、広告用ディ
スプレイがないタイプの Link が設置される場合もある。

なお、Link は、災害に対応した機能も有している。非
常電源が内蔵されており、電力供給が止まった場合にも、
24 時間以上 911 通報が可能となっている。また、周
囲を海（河）岸線で囲まれるニューヨーク市では、ハリ
ケーンサンディに代表されるように水害の危険性もある
ことから、河川の氾濫等で浸水が予想される地域におい
ては、より強靭な Link が設置されている。

さらに、災害・緊急時は電子看板を使用して、避難指
示や避難場所等の情報提供を行うこととなっているな
ど、様々な対策が講じられている。

現状と課題
Link は、当初 2015 年から運用が予定されていたが、

実際の運用開始は 2016 年 2 月と遅れたため、１年目
の設置台数は目標をクリアできなかった。

計画の遅れは、市内全域に及ぶ Link 設置事業を同市
が一社と随意契約で実施することに対して訴訟が起こさ
れたことや、Link 設置に当たり地下の配管利用に関す
る手続きが完了しなかったことなど、いくつもの問題が
発生したことによる。 

また、設置計画の遅延以外にも、本事業は運用開始直
後から様々な利用上の課題に直面してきた。

当初、各 Link に備え付けられたタブレットでは、イン
ターネット上のウェブサイトを自由に閲覧でき、スマー
トフォンやタブレット等の端末を持たない人にもネット
環境を提供することが本事業の特色の一つでもあった。

しかし、運用開始から半年が経った 2016 年夏頃、
Link のタブレットがホームレスにより長時間独占され他
の利用者が利用できない、わいせつな画像を見ている者
がいる等の問題が発生した。他にも、Link を使った通話
の際の音量がうるさいことや、Link に付けられた電子看
板が明るすぎることなどが苦情として同市に寄せられた。

その結果、同市は備え付けのタブレットでの自由な
ウェブサイトの閲覧は中止し、地図情報と市政情報のみ
閲覧可能とすることを決定した。また、音量や電子看板
の明るさの制限なども行われている。

当初はなかなか設置が進まず、課題も多くあった
LinkNYC 事業であるが、現在は順調に Link の設置箇所
を増やし、利用者も増加している。2017 年１月の同市
の発表では、登録者数は 100 万人を超え、無料 Wi-Fi へ
のアクセス数も週あたり約 400 万件と、市民に受け入れ
られていることがうかがえる。同市は、今後タブレット
端末に利用者に資する情報を充実させたいとしている。

公衆電話の機能を残し、市内各所に無料の Wi-Fi ス
ポットを設置するとともに、さらには多額の歳入も得
ようという LinkNYC 事業は、米国内外の多くの自治体
にとっても興味のあるものであろう。携帯電話の充電
機能や地図機能は、住民だけでなく旅行者にも便利だ。
ニューヨークにお越しの際には、皆さまにも是非お試し
いただきたい。

（注）2017 年 4 月 6 日現在
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都市部でインターネット回線にアクセスする術を持っ
ていない市民の割合は、世界 18 都市中ロンドンが 8％
と最も低いとの調査結果がある（注 1）。いい換えれば、ロ
ンドンでは市民の多くがインターネットへのアクセスを
必要としており、実際に利用しているといえるだろう。

実際、ロンドンでは、公共 Wi-Fi のほか、ファスト
フード店、銀行、スーパーマーケット、地下鉄駅のプラッ
トホームなどでも利用者向けの無料または有料の Wi-Fi 
が整備されており、日本と比較してはるかに充実してい
る印象を受ける。

一方、公共 Wi-Fi の速度で比較した場合には、英国
は世界第 5 位との調査結果（注 2）もあるものの、未だに
ADSL 回線が主流であることから、実際の速度に不満を
感じている人も少なくない。

本稿では、英国における公共 Wi-Fi に関する規制、ロ
ンドンオリンピック・パラリンピック時の Wi-Fi の整備
状況、さらには近年のロンドンにおける公共 Wi-Fi 事情
について広く取り上げることとする。

Wi-Fi スポット設置に関する規制
英国で事業者が自身の消費者などに公共 Wi-Fi を提

供しようとする場合、主として以下の３つの法令に従わ
ねばならない。

（1）2009 年データ保持規則
警察等が犯罪やテロ活動に関する調査を行う一助とす

るため、同法では、「公共通信プロバイダ」が 12 カ月
間 Wi-Fi ユーザーのデータを保持しなければならない
としており、名前、住所、ユーザー ID、ログイン・ロ
グオフ日時、IP アドレスなどの情報を保持することが
義務付けられている。公共 Wi-Fi を提供する者も、こ
の「公共通信プロバイダ」に含められるとされている。

（2）2010 年デジタル経済法
ユーザーの登録情報の記録や、サービスの規約を明確

に示すことによって、違法ダウンロードや著作権侵害の

抑止を図ることを目的とした法律で、インターネット・
プロバイダを対象にしていたが、公共 Wi-Fi の提供者も
同法の対象となっている。

（3）1998 年情報保護法
消費者に公共 Wi-Fi を提供する小規模事業者は、収

集した個人情報について、本人の希望があれば開示する
必要があるほか、不正使用を防ぐための対策が求められ
ている。

ロンドンオリンピック・
パラリンピックにおける
Wi-Fi 環境整備

2012 年に開催されたロンドンオリンピック・パラリ
ンピックは、公共 Wi-Fi はもとより、発券システムを
はじめとしたさまざまな観点でも Wi-Fi が利用される
こととなり、オリンピック・パークにおいて観客向けの
Wi-Fi 整備に着目した初めての大会であった。

オリンピック・パーク単体で、毎日 17 万人の観客が
訪れ、そのおよそ半数が Wi-Fi の利用が可能なデバイス
を使用すると想定されていたものの、従来の Wi-Fi ネッ
トワークは、人口密度の高い場所で使用されるようには
設計されておらず、すぐに負荷がかかってしまうもの
だったため、英国最大手の通信事業者である BT グルー
プ（BT）は、人口密度の高い場所でもダウンしないワ
イヤレスネットワークを設計、構築、管理することと
なった。

最終的には、オリンピック・パーク単体で 1,500 カ
所の Wi-Fi スポットを設置するとともに、１万人もの
観客役を集め、開会式のための二度のリハーサルを行っ
たほか、負荷が見込まれる場所については詳細なマップ
を作成するなど、万全の態勢を整え、その結果、大会時
においては、一度もダウンすることなく、スムーズなワ
イヤレスネットワークを提供することができたと報告さ
れている（注 3）。
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5 ロンドンにおける公共 Wi-Fi の拡大
（一財）自治体国際化協会ロンドン事務所　所長補佐　高桑　愛美（岐阜県派遣）



―世界をつなぐ ! 各国の無料公衆Wi-Fi

金融街を中心に普及する
無料 Wi-Fi「The Cloud」

ロンドンは、32 のロンドン区とシティ・オブ・ロン
ドン・コーポレーション（シティ）の計 33 の地方自治
体で構成されている。このうち、シティは、ニューヨー
クのウォール街と並び、世界の金融の中心街の一つとし
て知られており、シティで通信インフラを整備すること
は、ロンドンが世界経済やビジネスを牽引する立場を維
持するためにも重要なものである。

そこで、シティと大手インターネット・プロバイダ会
社スカイは協定を結び、公共 Wi-Fi「The Cloud」を
シティの屋外エリアで利用できるようにした。

この The Cloud は、2006 年にサービス提供が開始
され、設備は通りの街灯や CCTV の支柱などに設置さ
れた。

シティのほぼ全域の屋外をカバーしており、スマート
フォン、ノート PC、タブ
レットなど、Wi-Fi の利用
が可能なデバイスを持つす
べてのユーザーがアクセス
可能である。

スマートフォンやタブ
レットを利用している場合
は、利用者は、専用のアプ
リを使って簡単にネット
ワークへのアクセスができ
る。いったんネットワーク
の中に入れば自動的に接続
され、毎回再接続する必要
がない。

シティにおける新たな取り組み（注 4） 
しかしながら、ADSL 回線が主流のロンドンでは、諸

外国の都市と比較して通信速度が遅く、解決すべき問題
であったことから、シティは、The Cloud に代わるサー
ビスとして、高速の無料 Wi-Fi を導入することを決定し
た。大手通信会社コーナーストーン・テレコミュニケー
ションズ・インフラストラクチャと 15 年間の契約を締
結し、シティに新しい高速無線ネットワークを設置・管

理することとした。新しいシステムでは、街灯や CCTV
の支柱のほか、標識の柱や建物などにも設置される予定
で、従前の設備でカバーできなかったエリアも対応する
ようになるとともに、５Ｇにも早期に対応することにな
るとされている。

2017 年秋までにサービスが完全に提供されるように
なる予定である。

電話ボックスを Wi-Fi スポットに
リニューアル

そのほか、2017 年から従来の電話ボックスのリ
ニューアルも図られている。これまで、英国のトレード
マークとしても愛されている伝統的な赤色の電話ボック
スが街中に設置されていたが、この電話ボックスに替え
て、BT、LinkNYC および広告会社とのパートナーシッ
プにより、高速 Wi-Fi、無料電話、携帯の充電サービス
などの機能を備えた最新の「LinkUK」を設置すること
とした。費用は広告料によって賄われるため、無料で利
用することができる。

このような新型の電話ボックス「Link」が設置される
のは、ニューヨークの「LinkNYC」に次いで 2 都市目で
あり、ロンドンでは、主要なストリートから順次導入さ
れ、将来的には英国全域に拡大する予定である。今後数
年で少なくとも 750 カ所に設置する計画となっている。

最後に
このように、現在 Wi-Fi スポットが充実しているロ

ンドンにおいても、さらなる拡大や速度の改善のために、
多様な取り組みが実施されている。

日本でも各地において Wi-Fi スポットの整備が進ん
でいるものの、今後の拡大の可能性を秘めていることか
ら、日英双方の今後の動向が期待される。

（注 1） Mapping the Urban Unconnected; Wireless 
Broadband Alliance, 2016

（注 2）www.rottenwifi.com; November 2016
（注 3） CASE STUDY Wi-fi access at London 2012, BT 

group
（注 4） City of London announces free WiFi for all, 

Financial News, 2017
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The Cloud の Wi-Fiスポッ
トは、スマートフォンアプ
リで確認可能



政府主導の無料 Wi-Fi サービス
「ワイヤレス＠ SG」

土地面積も小さく資源の少ないシンガポールは、建国
当初から観光客や外国の優秀な企業・人材を誘致し、外
貨の獲得や経済発展のため、様々な政策を行っている。
その取り組みの一つとしてシンガポール政府は「ワイ
ヤレス @SG」という無料の Wi-Fi サービスを提供して
いる。

この「ワイヤレス @SG」は、2006 年から開始され
たサービスで、空港や駅、病院や公園といった公共施設
をはじめ、ショッピングモールや飲食店、オフィスビル
など、様々な場所にホットスポット（通信接続が可能な
場所）を設置し、国民や海外からの渡航者が、容易にイ
ンターネットを利用できるようにすることを目的として
いる。約 720km2 程度のこの小さな島国に、「ワイヤレ
ス @SG」のホットスポットが約 3,600 カ所（2017 年
1 月現在）も設置されているのだから驚きだ。

また、この「ワイヤレス＠ SG」のインフラは、民間
の通信キャリア
の回線を利用し
ており、その通
信料を政府が支
払うことで運営
されているため、
無料 Wi-Fi サー
ビスとしては比
較的安定した通
信が可能となっている。
「ワイヤレス＠ SG」を利用するには、まず利用者登

録が必要である。名前や携帯電話番号、E-mail アドレ
スやパスポートナンバーといった基本的な情報を「ワイ
ヤレス＠ SG」のサイトで登録すると、SMS で利用パス
ワードが送られてくる。これにより、「ワイヤレス＠ SG」
の Wi-Fi 通信が可能となる。もちろん英語のサイトで
の登録となるが、非常に簡易で、私も試しに登録をして

みたが 5 分とかからなかった。しかし、上記のとおり
オンラインで登録する場合は、携帯電話で SMS を受信
する必要がある。ローミングコストが気になる人はチャ
ンギ空港のインフォメーションセンターでもパスワード
の入手が可能なため、そちらをお勧めする。

この「ワイヤレス＠ SG」をはじめ、シンガポールは、
世界経済フォーラム（WEF）の世界 IT レポート（The 
Global Information Technology Report）による IT
競争力の国際ランキングで 1 位（2016 年）となるな
ど、IT 国家としての印象が強い。実際「ワイヤレス @
SG」のほか、店舗や公共施設におけるワイヤレスネッ
トワークの登録数も年々増加している。日本の総務省が
刊行している「平成 26 年度版 情報通信白書」による
と、日本の公共施設・観光施設におけるプライベート
での Wi-Fi の利用率は約 30％であるのに対し、シンガ
ポールでは 80％にも上ることからも、日常生活におけ
る Wi-Fi の浸透度の高さがうかがえる。 

無料 Wi-Fi 環境の
更なる向上に向けて

2016 年 11 月に、シンガポールの情報通信メディア
開発庁（IMDA）は、「ワイヤレス @SG」を含む国内の
ホットスポット数を 2018 年までに 2 万カ所に増やす
計画を発表した。また、ホットスポット数の増加以外に
も、無料 Wi-Fi 環境の向上に向け、政府は様々な取り
組みを行っている。
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6 シンガポールだけじゃない！？
意外に発展している ASEAN の無料 Wi-Fi 事情

（一財）自治体国際化協会シンガポール事務所　所長補佐　新海　俊介（東海市派遣）
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地下鉄における「ワイヤレス＠ SG」の
広告



―世界をつなぐ ! 各国の無料公衆Wi-Fi

（1）太陽光発電を利用した屋外ホットスポット
「ワイヤレス @SG」について、シンガポール有数の観

光地であるセントーサ島にて、太陽光発電を利用した屋
外ホットスポットを 2016 年 6 月より試験的に設置し
た。現在「ワイヤレス＠ SG」のホットスポットの大部
分が屋内に設置されているが、この試験結果が良ければ、
将来的に屋外のホットスポットも増え、サービス提供エ
リアの広がりが期待される。

（2） バス停で無料 Wi-Fi の利用やスマートフォンの充
電などが可能に

シンガポール西部に位置するジュロン・イースト地区
のバス停で、無料 Wi-Fi の利用やスマートフォンの充
電、電子ブックのダウンロードなどが可能なサービスを
2016 年 8 月より１年間にわたり試験導入している。ま
た、同バス停の屋根には太陽光パネルを設置し、バスの
到着時間や天気予報、道案内などをデジタルディスプレ
イに表示している。これらのサービスにより、利用者は
バスの待ち時間を快適に過ごすことが可能となった。政
府は、利用者か
らの意見をもと
に、このサービ
スを継続するか
否か決定する予
定で、評判が良
ければ、他のバ
ス停への導入も
検討している。
このように小規模な公共スペースでも無料 Wi-Fi サービ
スを導入し、国民の生活をより快適に、より豊かにして
いくことを目指している。

ASEAN 諸国の Wi-Fi 事情
これまで紹介してきたことからも分かるようにシンガ

ポールの無料 Wi-Fi 環境は、非常に整備されており、ス
マートシティならぬスマート国家を実現するため、今後
もますます情報通信メディア技術の活用が期待される。　

では、他の ASEAN 諸国における無料 Wi-Fi 事情は
どうだろうか。実は、日本よりも充実していると言える
のかもしれない。

他の ASEAN 諸国においても、空港やホテルなどでは
無料 Wi-Fi サービスの提供が一般的となっており、都

心部だけではなく地方の田舎にある小さなホテルでも、
無料 Wi-Fi サービスが提供されていることがほとんど
だ。もちろん都心部においては、多くのショッピング
モールやレストランで無料 Wi-Fi サービスが提供され
ている。タイやベトナムでは、政府や地方自治体などが、
国民・市民の利便性向上のため、また観光客誘致のため
無料 Wi-Fi サービスを拡充している。

例えば、タイの首都バンコクでは、年々悪化するバ
ンコクの交通渋滞を緩和させるため「無料 Wi-Fi バス」
を運行し、公共交通機関の利用者増加に努めている。マ
レーシアにおいては、特定の電車や長距離バスだけでな
く、近年は、首都クアラルンプールを走る一部のタクシー
の車内でも無料 Wi-Fi サービスが提供されている。

また、インドネシアなどでは、スマートフォンを使用
する際、日本のように通信キャリアと契約せずに、プリ
ペイド式 SIM カードを購入する国民が多いようだ。なぜ
なら、インドネシアも近隣国と同様に、街中には無料の
ホットスポットが多く存在しているため、プリペイド式
SIM カードを利用し、データ通信は無料の Wi-Fi ネット
ワークを利用する方がお得だからである。また、キャリ
アと契約できない移民の多い国では、Wi-Fi ネットワー
クへの需要が高いことも Wi-Fi 環境の整備が進む要因と
いえるのではないだろうか。このように、シンガポール
以外の国でも、意外にも無料 Wi-Fi 環境が整っているこ
とがお分かりいただけただろう。

通信の不安は今やもう昔
しかし、いくら ASEAN 諸国において無料 Wi-Fi 環

境が整っているからといっても、通信速度は決して速い
とはいえず、キャリアの通信速度に慣れている日本人に
とっては不満が残るかもしれない。また、パスワードの
かかっていないネットワークを利用することは、セキュ
リティの面で少々不安がある。そのため、我々がこれら
の国に出張に行った際は、その国の空港やコンビニなど
でプリペイド式 SIM カードを購入し、SIM フリーの携
帯電話に挿入することで、その国の通信キャリアの安定
したネットワークを利用している。いつでもどこでも簡
単にインターネットに接続し、メールのやりとりが可能
というわけだ。しかしながら、海外の出張先でも、この
ように仕事ができてしまうと、つくづく時代が変わった
と感じる。
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ジュロン・イースト地区にあるバス停
の様子



平昌（ピョンチャン）冬季五輪は、平昌、江陵（カン
ヌン）など 12 の競技場で 2018 年２月９日から 17 日
間にわたり開催される予定で、その期間における観覧客
は 150 万人に達すると予想される。

韓国政府は平昌冬季五輪を、情報通信技術（ICT）（注1）

を駆使した「ICT 五輪」にするという目標を掲げている。
開幕まで１年を切った 2017 年２月に開催された平

昌冬季五輪のプレ大会では、韓国政府と五輪推進委員会
によって、ICT を活用したテストが行われており、今後
開催される五輪関係のイベントにおいても、その技術を
実験的に披露していくこととされている。

本稿では、ネットワークサービスの根幹となる無料公
衆 Wi-Fi の整備状況や、韓国政府が平昌冬季五輪開催に
向け重点的に推進する５つの ICT サービス（５G 通信網
の整備、仮想現実（VR）・拡張現実（AR）技術の活用、超
高画質（UHD）放送、モノのインターネット化（IoT）（注 2）、
人工知能（AI）技術の活用）について紹介する。

江原道における
無料公衆 Wi-Fi の整備状況

平昌冬季五輪の運営と江原道（カンウォンド）内の観
光の活性化のため、外国人観光客が五輪期間中に競技や
観光に関する情報をスムーズに得られるよう環境を整備
している。

2015 年から 2017 年の３年間で、韓国文化体育観光
部、韓国観光公社、江原道の地方自治体が 50%、通信
業者２社（KT、LG U+）が 50% を負担し、江原道内の
主要観光地などに無料 Wi-Fi スポット「GIGA Wi-Fi」
を整備している。

2015 年に春川（チュンチョン）、南怡島（ナミソム）
など、道内の外国人観光客の主要訪問地 150 カ所に設
置したことを皮切りに、2016 年までに 290 カ所の整
備が完了し、2017 年内に、江原道だけではなく五輪開
催地域周辺の観光特区も含めて 370 カ所まで拡大する
ことを予定している。

この無料 Wi-Fi スポットでは、利用者は認証手続なし
で Public SSID に接続し、無料でインターネットを利用
することができる。  

さらに、Wi-Fi スポットの案内を標準化し、見つけや
すい標識などを製作・掲示することにより、使いやすさ
の向上を図っている。

今後、観光客が集中する五輪の会場近辺にも集中的に
Wi-Fi スポットを整備し、高速・大容量でのデータ伝送
により、動画などのマルチメディアを活用したコンテン
ツを提供する。

５G 通信網の整備
平昌冬季五輪は、通信速度が大幅に速い第５世代の通

信サービス「５G」通信網の導入に際し、通信業界の大
きな注目を受けている。

５G 通信が可能になれば、データ転送量や通信速度と
いった通信環境が飛躍的に向上することから、ホログラ
ムやライブ映像をより臨場感の溢れるものにする仮想現
実（VR）技術を利用した競技鑑賞などの映像面でのサー
ビス提供に加え、自律走行車やコネクテッドカー（注 3）な
どの運用が可能となる。

VR 技術を利用した鑑賞方法の一例として、フィギュ
アスケート競技場の内部に約 100 台のカメラを設置し、
競技のライブ映像のみならず、選手待合室の様子や練習
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7 2018 平昌冬季五輪　「ICT 五輪」へ向けて
（一財）自治体国際化協会ソウル事務所　所長補佐　山下　将史（宮崎県派遣）

VR 技術の活用により、競技場内を 360 度見渡すことがで
きる



―世界をつなぐ ! 各国の無料公衆Wi-Fi

風景といった場面までリアルタイムで 360 度の映像を
鑑賞可能とすることなどが想定されている。

また、これらの映像は、競技場内に設置される UHD
規格（現行の HD 放送に比べ映像・動画の解像度が高い
規格）を使用した大画面により視聴することができる。

拡張現実（AR）と IoT を使用した
道案内サービス

AR と IoT を組み合わせた道案内サービスにより、空
港から目的地へアクセス可能となるシステムが開発され
ている。「スマートガイド」という専用のアプリケーショ
ンを実行し、目的地を入力すると、自分が設定した言語
で空港のシャトルバス停留場の場所や目的地近辺のバス
路線図まで、タイムリーに情報を得ることができる。

また、競技場では、競技場内外に設置されている約
200 個のセンサーによって、使用者の位置を把握でき
るため、事前に予約してある座席番号を入力すれば、座
席までの案内が表示される。

　AI 技術の活用
言葉の壁がない五輪を目標に

競技場周辺で道に迷ったり、物をたずねたい場合は、
AI 技術が搭載されたリアルタイム翻訳サービス「ジニ
トーク」を利用すれば、日本語、英語、中国語、アラブ
語、フランス語などの言語を韓国語に翻訳することがで
きる。

このサービスは、競技場
だけでなく、オンライン環
境であればどこでも利用可
能だが、Wi-Fi を利用でき
ない場所でもアプリケー
ションが使用できるように、
オフライン用も無料で提供
される。

AI 技術を活用したコー
ルセンターも整備される予
定である。ETRI（韓国電子
通信研究院）が開発した音
声認識および対話処理に関

する技術を利用して、競技、交通、観光に関する情報な
ど、様々な五輪関連の問い合わせが AI による自動応答
システムによって処理される。

選手の技術向上へ
データ収集にも IoT 技術を活用

観覧客の満足度向上のためだけではなく、選手たちの
競技力向上にも ICT が活用される。選手が身につけた
超小型の IoT 端末から収集されるビッグデータの分析
結果がコンディション管理や記録向上に活用される。

また、迫力ある試合中継を実現するため、選手が身に
つける道具や選手自身に超小型カメラを付け、そこから
得られる映像を中継することなども検討されている。

今後の展開
世界への輸出

韓国政府は今回の五輪において、このような最高水準
の情報通信技術を駆使することが、優れた ICT 技術を
海外に紹介するチャンスであると捉えている。

また、五輪開催後にこれらのサービスを、国際試合を
開催する国々に輸出する戦略を積極的に推進し、国内の
ICT 産業を活性化させたいと考えている。

同時に、2020 年と 2022 年に五輪開催を控えている
日本と中国に先んじることで、国際的に ICT の技術的
なリーダーとしての地位を確立したいねらいもあるので
はないだろうか。

今後も ICT 五輪に向けての整備状況に注目していき
たい。

（注１） Information Communication Technologyの略称。
（注２） Internet of Things の略称。パソコンやスマートフォ

ンなどの情報通信機器に限らず、すべての「モノ」
がインターネットにつながること。

（注３） ICT 端末としての機能を有する自動車のこと。車両
の状態や周囲の道路状況などの様々なデータをセン
サーにより取得し、ネットワークを介して集積・分
析することができる。
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音声を入力すると、「ジニ
トーク」が瞬時に翻訳して
くれる


